
証券コード　3300
平成27年９月11日

株　主　各　位
東 京 都 渋 谷 区 桜 丘 町 1 2 番 1 0 号

株式会社ＡＭＢＩＴＩＯＮ
代表取締役社長 清 水 　 剛

第８回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。

　さて、当社第８回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席ください

ますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数な
がら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示
いただき、平成27年９月28日（月曜日）午後7時30分までに到着するようご返送くださいますようお願
い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成27年９月29日（火曜日）午前10時
２．場 所 東京都渋谷区二丁目22番３号

ＴＫＰガーデンシティ渋谷　ホールＡ
（会場が昨年と異なっておりますので、末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第８期（平成26年７月１日から平成27年６月30日まで）事業報告、連結計算書

類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
２．第８期（平成26年７月１日から平成27年６月30日まで）計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 定款一部変更の件
第３号議案 取締役（監査等委員であるものを除く。）３名選任の件
第４号議案 監査等委員である取締役４名選任の件
第５号議案 取締役（監査等委員であるものを除く。）の報酬額決定の件
第６号議案 監査等委員である取締役の報酬額決定の件

以　上
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１．　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ
うお願い申しあげます。

２．　次の事項につきましては、法令及び当社定款第18条の定めに基づき、インターネット上の当社
ウェブサイト（アドレス　http://www.am-bition.jp/）に掲載しておりますので、本招集ご通知
の提供書面には掲載しておりません。

①　連結計算書類における連結注記表

②　計算書類における個別注記表
　なお、監査役が監査報告書を、会計監査人が会計監査報告書をそれぞれ作成するに際して監査
した連結計算書類及び計算書類には、本招集ご通知及び提供書面記載の各書類のほか、当社ウェ
ブサイトに掲載している上記の注記表も含まれております。
　また、株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、
修正後の事項をインターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　http://www.am-bition.jp/）
に掲載させていただきます。

－ 2 －



（提供書面）

事　 業　 報　 告

(平成26年７月１日から
平成27年６月30日まで)

１．企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

　当連結会計年度における我が国経済は、金融緩和と景気回復を目指した各種政策等により企

業業績が底堅く推移し、個人消費や雇用情勢等の改善が見られたことから、消費税増税に伴う

駆け込み需要の反動による影響も徐々に緩和され、緩やかな景気回復の動きが続いている一

方、海外経済の停滞等による景気減速懸念から国内景気の先行きは依然として不透明な状況と

なっております。

　当社グループが属する不動産管理・仲介業界におきましては地価上昇を背景にした個人投資

家等の不動産保有ニーズの高まりを受け、入居管理等の不動産管理需要は高まってきておりま

す。また、不動産仲介業界においても、企業の人事異動等による引っ越しニーズの高まりや実

需での不動産所有意向も高まってきていることから業界全般としては改善傾向にあります。

　このような市場環境の中、当社グループはコア事業であるプロパティマネジメント事業にお

ける管理戸数の増加を軸に、自社管理物件の高入居率維持に向けた賃貸仲介事業、当社の管理、

賃貸仲介力を軸としたインベスト事業を展開することで収益拡大を図ってまいりました。

　なお、当連結会計年度においては、プロパティマネジメント事業において新規獲得した管理

物件等の入居が進んだこと、賃貸仲介事業において法人契約等新たな需要を取り込むことがで

きたこと、インベスト事業においては取得した保有不動産の売却が順調に進みました。その一

方で、集客のための広告宣伝費や人件費等の増加により、経費は増加しております。

　その結果、当連結会計年度の売上高は6,953,562千円（前期比31.5％増）、営業利益は185,069

千円（前期比1.2％増）、経常利益は175,627千円（前期比4.9％減）、当期純利益は110,546千

円（前期比0.1％減）となりました。

　セグメント別の事業状況につきましては、以下のとおりです。

（プロパティマネジメント事業）

　プロパティマネジメント事業は、主に住居用不動産の転貸借（サブリース）を行っておりま

す。当該事業については、管理物件数の増大及び高入居率の維持を基本方針として事業展開い

たしました。
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　当連結会計年度におきましては、管理戸数については5,005戸（前期末3,878戸）となり、入

居率は93.0％（前期比2.2ポイント減）となりました。

　その結果、売上高は5,335,591千円（前期比24.6％増）、セグメント利益（営業利益）は

338,231千円（前期比17.5％増）となりました。

（賃貸仲介事業）

　賃貸仲介事業は、都内13拠点及び神奈川県１拠点の計14拠点を運営し、賃貸物件の仲介事業

を行っております。

　当連結会計年度におきましては、企業の人事異動等による一般消費者の賃貸住居の仲介ニー

ズを捉えた営業活動を行いましたが、東京圏内における競争環境は激化しております。そのた

め、接客数を増加させる為、広告宣伝活動を積極的に行いました。

　その結果、売上高は564,784千円（前期比1.4％増）、セグメント利益（営業利益）は29,033

千円（前期比66.5％減）となりました。

（インベスト事業）

　インベスト事業は、住居用不動産物件の売買及び一般顧客の不動産物件の売買仲介を行って

おります。

　当連結会計年度におきましては、47物件の売却及び62件（うち固定資産として保有9件）の

購入をいたしました。

　その結果、売上高は1,053,186千円（前期比134.5％増）、セグメント利益（営業利益）は

84,306千円（前期比153.8％増）となりました。

事業別売上高

事 業 区 分

第 ７ 期
（平成26年６月期）
（前連結会計年度）

第 ８ 期
（平成27年６月期）
（当連結会計年度）

前期比増減

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 増 減 率

プロパティマネジメ
ン ト 事 業

4,281,915千円 81.0％ 5,335,591千円 76.7％ 1,053,676千円 24.6％

賃 貸 仲 介 事 業 557,065 10.5 564,784 8.1 7,718 1.4

イ ン ベ ス ト 事 業 449,052 8.5 1,053,186 15.2 604,133 134.5

合 計 5,288,033 100.0 6,953,562 100.0 1,665,528 31.5
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②　設備投資の状況

　当連結会計年度において実施いたしました当社グループの設備投資の総額は188,558千円で、

その主なものは次のとおりであります。

イ．当連結会計年度中に完成した主要設備

インベスト事業　株式会社ＡＭＢＩＴＩＯＮ　賃貸用不動産取得

賃貸仲介事業　  株式会社アンビション・ルームピア　銀座店　出店

ロ．当連結会計年度において継続中の主要設備の新設、拡充

該当事項はありません。

ハ．当連結会計年度中に実施した重要な固定資産の売却、撤去、滅失

賃貸仲介事業　株式会社アンビション・ルームピア　六本木通り店　閉店

③　資金調達の状況

イ．当社グループは、当連結会計年度中に公募増資、第三者割当増資及びストック・オプショ

ン行使による払込を受けたことから、発行済株式総数は332,500株増加し、資本金及び資本剰

余金はそれぞれ139,820千円増加いたしました。

ロ．当社グループは、平成27年２月20日に第１回無担保社債を発行し、90,000千円の資金調達

を行いました。

ハ．当社グループは、当連結会計年度中に不動産投資に係る資金として金融機関より短期借入

金として440,540千円、長期借入金として168,000千円調達いたしました。

④　他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

　当社は、平成27年６月30日を効力発生日として、株式会社ＶＡＬＯＲの全株式を取得し、子

会社化いたしました。なお、取得日が平成27年６月30日のため、貸借対照表のみを連結してい

ることから、当連結会計年度の経営成績には含まれていません。
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(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

　　企業集団の営業成績及び財産の状況の推移

区 分
第 ５ 期

(平成24年６月期)
第 ６ 期

(平成25年６月期)
第 ７ 期

(平成26年６月期)

第 ８ 期
(当連結会計年度)
(平成27年６月期)

売 上 高(千円) 3,223,697 3,932,015 5,288,033 6,953,562

経 常 利 益(千円) 4,889 50,887 184,651 175,627

当期純利益又は当期純
損失（△）

(千円) △3,220 56,595 110,693 110,546

１株当たり当期純利益
又は１株当たり当期純
損失（△）

(円) △2.72 48.06 94.01 77.11

総 資 産(千円) 719,671 892,679 1,322,209 2,351,973

純 資 産(千円) 141,675 198,324 302,006 674,201

１株当たり純資産額 (円) 120.31 168.42 256.48 446.49

（注）１．１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により、１株当

たり純資産額は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により算出しております。

２．平成24年12月１日付で株式１株につき15株の割合をもって株式分割を行っております。

また、平成26年５月16日付で株式１株につき100株の割合をもって株式分割を行っており

ます。そのため、第５期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産

額及び１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失を算定しております。

(3) 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

株式会社アンビション・
ル ー ム ピ ア

35,000千円 100.0％ 賃貸仲介業

株 式 会 社 Ｖ Ａ Ｌ Ｏ Ｒ 20,000 100.0 賃貸管理及び賃貸仲介業

（注）平成27年６月30日に株式会社ＶＡＬＯＲの全株式を取得し、同社を連結子会社といたしま

した。
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(4) 対処すべき課題

　当社グループは、東京圏を中心に、顧客が保有する不動産の賃貸管理（主に転貸借（サブリ

ース）物件）5,005戸（平成27年６月30日現在）の管理等を行うと同時に、直営店舗を19店舗

（平成27年６月30日現在）展開し、不動産賃貸仲介等を行っております。また、当社のノウハ

ウを活用した不動産のバリューアップを図り新たな価値を創造する不動産投資も行っておりま

す。今後、業界での競争力を強化し、お客様満足度を向上させるとともに、株主をはじめとす

る全ての利害関係者に対する企業価値を高めるために取り組まなければならない項目は次のと

おりであります。

　①コンプライアンスの徹底

　　当社グループは、宅地建物取引業法に基づき、国土交通大臣免許（免許証番号：国土交通大

臣（2）第8023号）を取得しており、当社グループが属する不動産賃貸仲介業界は、当該法規

制等の下に事業展開しております。法令遵守は企業存続の基本であり、前提であることから、

宅地建物取引業法のみならず、関係諸法令を遵守することは当然のことであるとの認識で事業

活動をしております。これは将来においても変わることのない方針であるため、全社的に更な

る徹底が必要であると考えており、定期的に全社員を対象にした研修を行うなど、コンプライ

アンス意識の更なる徹底を図っております。

　②お客様満足度の向上

　　当社グループでは、物件所有者・入居者の多様化するニーズに応えるため、サービスの内容

を常に見直し、より質の高いサービスを提供できるようサービスの向上に努めます。そのベー

スとなるものは、当社が管理する転貸借（サブリース）物件を多数確保することであると認識

しております。転貸借物件を確保するために、現在の不動産開発業者だけでなく、個人所有不

動産の賃貸管理を受託するべく、インターネット等を通じて積極的に広告活動を行ってまいり

ます。

　　また、賃貸仲介事業においては、物件自体の魅力に加え、質の高い接客、提案を行っていく

ことが他社との差別化に繋がると考えており、全社員研修を数多く行うことでその向上に努め

ております。
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　③人材教育の強化

　　当社グループの成長を支えている最大の資産は人材であり、優秀な人材を採用し育成するこ

とは重要な課題であると認識しております。そのために事業活動の要となる人材の確保・育成

強化に努めます。具体的には、採用活動を積極的に行い、人員確保を行うとともに、店舗展開

の際に核となる店長候補の人材を養成する観点からの社員教育をはじめとして、部門間の垣根

を超えた各研修プログラムに基づき、計画的に研修を実施することで人材教育を強化しており

ます。

　④店舗展開

　　主に集客力が見込める東京圏、特にターミナル駅中心の消費者の目に留まりやすい路面店

（１階店舗）を中心に出店を検討してまいります。

　⑤集客力の強化とブランディングの徹底

　　良質な物件をより多くの一般消費者へ露出し、集客を図ってまいります。具体的には、各種

インターネット媒体に対し、物件情報を積極的に公開することと、自社ホームページの内容を

充実させることで、インターネット媒体からの自社ホームページへの誘導を強化し、効率的な

集客を図ってまいります。

　⑥顧客のニーズに合わせた商品企画

　　自社管理物件であることの強みを生かして、多様化する入居者のニーズに合わせた家賃プラ

ンの開発などを行うことで、より多くの顧客を取り込んでまいります。また、当社管理物件の

商品企画力を更に強化していきたいと考えております。

(5) 主要な事業内容（平成27年６月30日現在）

事 業 区 分 事 業 内 容

プロパティマネジメント事業 住居用賃貸不動産の管理及び斡旋を行っております。

賃 貸 仲 介 事 業 不動産賃貸仲介店舗の運営を行っております。

イ ン ベ ス ト 事 業 不動産投資物件の売買及び仲介を行っております。
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(6) 主要な営業所及び工場（平成27年６月30日現在）

①　当社

本 社 東京都渋谷区

②　子会社

株式会社アンビション・ルームピア 東京都渋谷区

株 式 会 社 Ｖ Ａ Ｌ Ｏ Ｒ 神奈川県横浜市

株 式 会 社 ル ー ム ギ ャ ラ ン テ ィ 東京都八王子市

A M B I T I O N  V I E T N A M  C O . , L T D ベトナム社会主義共和国ホーチミン市

(7) 使用人の状況（平成27年６月30日現在）

①　企業集団の使用人の状況

事 業 区 分 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

プロパティマネジメント事業 20(5)名 5名増（3名増）

賃 貸 仲 介 事 業 95(12) 28名増（5名増）

イ ン ベ ス ト 事 業 11(-) 5名増（-名増）

全社 8(-) 2名増（-名増）

合 計 134(17) 40名増（8名増）

（注）１．使用人数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループ

への出向者を含む。）であり、パート及び嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数で記載してお

ります。

２．当社は、平成27年６月30日を効力発生日として株式会社ＶＡＬＯＲの全株式を取得し、子会社化いた

しました。使用人数におきましては、プロパティマネジメント事業３名、賃貸仲介事業23名の就業人

員及びパート２名（賃貸仲介事業）の計28名が含まれております。

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

36（5）名 9名増（2名増） 28.3歳 2.2年

（注）　使用人数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、パ

ート及び嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。
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(8) 主要な借入先の状況（平成27年６月30日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 137,304千円

株 式 会 社 り そ な 銀 行 99,200

株 式 会 社 オ リ ッ ク ス 銀 行 98,333

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　　株式会社東京証券取引所よりご承認いただき、平成26年９月19日付をもちまして、当社株式

は東京証券取引所マザーズ市場に上場いたしました。

　　また、当社は平成27年６月30日付で株式会社ＶＡＬＯＲの全株式を取得いたしました。
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２．会社の現況

(1) 株式の状況（平成27年６月30日現在）

①　発行可能株式総数 4,800,000株

②　発行済株式の総数 1,532,500株

③　株主数 1,041名

④　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

清 水 　 　 剛 672千株 44.5％

株 式 会 社 Ｔ Ｓ コ ー ポ レ ー シ ョ ン 180 11.9

株 式 会 社 Ｓ Ｂ Ｉ 証 券 59 3.9

竹 尾 　 昌 大 22 1.4

日 本 証 券 金 融 株 式 会 社 16 1.0

曽 谷 　 　 大 16 1.0

礒 部 　 繁 光 13 0.8

濱 畑 　 智 子 12 0.8

U B S  A G  S I N G A P O R E 12 0.7

楽 天 証 券 株 式 会 社 11 0.7

（注）１．当社は、自己株式を22,500株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。

２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

(2) 新株予約権等の状況

　該当事項はありません。
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(3) 会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況（平成27年６月30日現在）

会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 清 水 　 　 剛
株式会社アンビション・ルームピア代表
取締役
株式会社ルームギャランティ代表取締役

取 締 役 鈴 木 　 　 匠
プロパティマネジメント部長
株式会社アンビション・ルームピア取締
役

取 締 役 鶴 　 　 英 将
管理部長
株式会社アンビション・ルームピア監査
役

取 締 役 武 永 　 修 一 株式会社オークファン代表取締役

常 勤 監 査 役 長 瀬 　 文 雄

監 査 役 佐 藤 　 美 樹 Ｈ２Ｏ合同司法書士事務所代表

監 査 役 河 野 　 浩 人

河野公認会計士事務所代表

株式会社ケーマックスアンドカンパニー代

表取締役

株式会社Ｊ-Payment（現株式会社Cloud 

Payment）社外取締役

フォースバレー・コンシェルジュ株式会社

社外監査役

株式会社アイ・パッション社外監査役

株式会社スピードリンクジャパン社外監
査役

（注）１．取締役武永　修一氏は、社外取締役であります。

２．常勤監査役長瀬　文雄氏、監査役佐藤　美樹氏及び監査役河野　浩人氏は、社外監査役であります。

３．常勤監査役長瀬　文雄氏、監査役佐藤　美樹氏及び監査役河野　浩人氏は、以下のとおり、労務、法

務、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

・常勤監査役長瀬　文雄氏は、社会保険労務士の資格を有し、長年にわたり事業会社において管理部に

在籍し、人事・労務業務に携わってきた経験があります。

・監査役佐藤　美樹氏は、司法書士の資格を有しております。

・監査役河野　浩人氏は、公認会計士の資格を有しております。

４．当社は、取締役武永　修一氏、常勤監査役長瀬　文雄氏、監査役佐藤　美樹氏及び河野　浩人氏を東

京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
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②　取締役及び監査役の報酬等の額

　当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 員 数 報 酬 等 の 総 額

取 締 役
（う　 ち　 社　 外　 取　 締　 役）

4名
（1）

62,910千円
（450）

監 査 役
（う　 ち　 社　 外　 監　 査　 役）

3
（3）

6,600
（6,600）

合 計
（う　　ち　　社　　外　　役　　員）

7
（4）

69,510
（7,050）

（注）１．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２．取締役の報酬限度額は、平成23年９月29日開催の第４期定時株主総会において、年額300,000千円以内

（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

３．監査役の報酬限度額は、平成23年９月29日開催の第４期定時株主総会において、年額30,000千円以内

と決議いただいております。

③　社外役員に関する事項

イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

地 位 氏 名 重要な兼職の状況 当社との関係

取締役 武 永 　 修 一 株式会社オークファン代表取締役 特別の関係はありません。

監査役 佐 藤 　 美 樹 Ｈ２Ｏ合同司法書士事務所代表 特別の関係はありません。

監査役 河 野 　 浩 人 河野公認会計士事務所代表 特別の関係はありません。

株式会社ケーマックスアンドカンパ

ニー代表取締役
特別の関係はありません。

株式会社Ｊ－Payment（現株式会社

Cloud Payment)社外取締役

当社と同社は同社の提供するサ

ービス利用等の取引関係があり

ます。

フォースバレー・コンシェルジュ株式

会社社外監査役
特別の関係はありません。

株式会社アイ・パッション社外監査役 特別の関係はありません。

株式会社スピードリンクジャパン社

外監査役
特別の関係はありません。
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ロ．当事業年度における主な活動状況

区 分 氏 名 出 席 状 況 及 び 発 言 状 況

取締役 武 永 　 修 一

平成26年９月29日就任以降、当事業年度に開催された取締役会13回

のうち13回に出席いたしました。出席した取締役会において、会社

経営者としての豊富な経験と幅広い見識に基づき、経営全般の観点

から適宜発言を行っております。

監査役 長 瀬 　 文 雄

当事業年度に開催された取締役会17回のうち17回、監査役会12回の

うち12回に出席いたしました。出席した取締役会及び監査役会にお

いて、主に労務等に関し、事業会社での豊富な経験と幅広い見識に

加え、社会保険労務士としての専門的見地から適宜発言を行ってお

ります。

監査役 佐 藤 　 美 樹

当事業年度に開催された取締役会17回のうち17回、監査役会12回の

うち12回に出席いたしました。出席した取締役会及び監査役会にお

いて、主に法務等に関し、司法書士としての専門的見地から適宜発

言を行っております。

監査役 河 野 　 浩 人

当事業年度に開催された取締役会17回のうち17回、監査役会12回の

うち12回に出席いたしました。出席した取締役会及び監査役会にお

いて、主に財務・会計等に関し、公認会計士としての専門的見地か

ら適宜発言を行っております。

ハ．責任限定契約の内容の概要

　当社と社外取締役及び各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423

条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、取締役武永　修一氏、監査役長瀬　文雄氏、

監査役佐藤　美樹氏及び監査役河野　浩人氏につきましては同法第425条第１項に定める最

低責任限度額としております。
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(4) 会計監査人の状況

①　名称　太陽有限責任監査法人

（注）太陽有限責任監査法人は平成26年10月１日付けで、太陽ＡＳＧ有限責任監査法

人から名称を変更しております。

②　報酬等の額

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 19,500千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の
利益の合計額

20,100

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監
査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査役会は、会計監査人から説明を受けた監査計画、監査内容等の概要を検討して報酬の妥当性を判
断し、報酬額に同意しております。

③　非監査業務の内容

　当社は、太陽有限責任監査法人に対して、コンフォートレターに係る「監査人から引受事務
幹事会社への書簡」及び「財務諸表等以外の財務情報に関する調査の報告」の作成業務につい
ての対価を支払っております。

④　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合
は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認めら
れる場合は、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が
選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨
と解任の理由を報告いたします。
（注）「会社法の一部を改正する法律」（平成26年法律第90号）が平成27年５月１日に施行さ

れたことに伴い、会計監査人の解任又は不再任に関する議案の決定機関を取締役会から
監査役会に変更しております。

⑤　責任限定契約の内容の概要

　当社と会計監査人太陽有限責任監査法人は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第

423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、14百万円又は会社法第425条第１項に定める額の

いずれか高い額としております。
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(5) 業務の適正を確保するための体制

　取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務

並びに会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するための体制についての決議

内容の概要は以下のとおりであります。

①　取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

　当社の取締役および使用人が、公正で高い倫理観に基づいて行動し、広く社会から信頼され

る経営体制を確立するため、以下の事項を定める。

イ．取締役および使用人が法令および定款を遵守し、倫理観をもって事業活動を行う企業風土

を構築するため、コンプライアンスに関する規程および当社グループ全体に適用する企業

行動原則、ビジネス行動基準を定める。

ロ．法令および定款の遵守体制の実効性を確保するため、取締役会の決議により、取締役会に

直属のコンプライアンスに関する会議体および担当役員を置く。担当役員は、取締役およ

び使用人の法令遵守意識の定着と運用の徹底を図るため、研修等必要な諸活動を推進し、

管理する。

ハ．部門の責任者は、部門固有のコンプライアンス・リスクを認識し、主管部署とともに法令

遵守体制の整備および推進に努める。

ニ．反社会的勢力とは取引関係も含めて一切の関係をもたない。反社会的勢力からの不当要求

に対しては、組織全体として毅然とした対応をとる。

ホ．当社およびグループ会社の事業に従事する者からの法令違反行為等に関する通報に対して

適切な処理を行うため、内部通報の運用に関する規程を定めるとともに、通報先を社内と

するコンプライアンス・ホットラインを設置する。是正、改善の必要があるときには、す

みやかに適切な措置をとる。

ヘ．内部監査室は、法令および定款の遵守体制の有効性について監査を行う。主管部署および

監査を受けた部署は、是正、改善の必要があるときには、すみやかにその対策を講ずる。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

　イ．取締役の職務の執行に係る情報は、文書化（電磁的記録を含む）のうえ、経営判断等に用

いた関連資料とともに保存する。文書管理に関する主管部署を置き、管理対象文書とその

保管部署、保存期間および管理方法等を規程に定める。

　ロ．取締役の職務の執行に係る情報は、取締役または監査役等から要請があった場合に備え、

適時閲覧可能な状態を維持する。

　ハ．主管部署および文書保管部署は、取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理につい

て、継続的な改善活動を行う。

　ニ．内部監査室は、取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理について監査を行う。主
管部署および監査を受けた部署は、是正、改善の必要があるときには、その対策を講ず
る。
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③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

全社的なリスク管理、事業活動に伴うリスク管理および危機管理対策からなるリスク管理体

制を適切に構築し、適宜その体制を点検することによって有効性を向上させるため、以下の事

項を定める。

　イ．リスク管理の全体最適化を図るため、取締役会の決議により内部統制の担当役員および内

部監査室を置く。内部監査室は、リスク管理および内部統制の状況を点検し、改善を推進

する。

　ロ．事業活動に伴う各種のリスクについては、それぞれの主管部署およびリスク管理に関する

規程を定めて対応するとともに、必要に応じて専門性をもった会議体で審議する。主管部

署は、事業部門等を交えて適切な対策を講じ、リスク管理の有効性向上を図る。

　ハ．事業の重大な障害・瑕疵、重大な情報漏洩、重大な信用失墜、災害等の危機に対しては、

しかるべき予防措置をとる。また、緊急時の対策等を基本的指針に定め、危機発生時に

は、これに基づき対応する。

　ニ．本項のロ．、ハ．のリスク管理体制については、継続的な改善活動を行うとともに、定着

を図るための研修等を適宜実施する。

　ホ．内部監査室は、リスク管理体制について監査を行う。主管部署および監査を受けた部署は、

是正、改善の必要があるときには、すみやかにその対策を講ずる。

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　意思決定の機動性を高め、効率的な業務執行を行い、その実効性を向上させるため、以下の

事項を定める。

　イ．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するため、取締役会の運営に関する規

程を定めるとともに、取締役会を原則として月1回開催するほか、必要に応じて適宜臨時に

開催する。

　ロ．事業活動の総合調整と業務執行の意思統一を図る機関として経営会議を設置し、当社グル

ープの全般的な重要事項について審議する。経営会議は、原則として月1回開催する。

　ハ．事業計画に基づき、予算期間における計数的目標を明示し、事業部門の目標と責任を明確

にするとともに、予算と実績の差異分析を通じて所期の業績目標の達成を図る。

　ニ．経営の効率化とリスク管理を両立させ、内部統制が有効に機能するよう、ITシステムの主

管部署を置いて整備を進め、全社レベルでの最適化を図る。

　ホ．内部監査室は、事業活動の効率性および有効性について監査を行う。主管部署および監査

を受けた部署は、是正、改善の必要があるときには、連携してその対策を講ずる。
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⑤　財務報告の信頼性を確保するための体制

　イ．適正な会計処理を確保し、財務報告の信頼性を向上させるため、経理業務に関する規程を

定めるとともに、財務報告に係る内部統制の体制整備と有効性向上を図る。

　ロ．内部監査室は、財務報告に係る内部統制について監査を行う。主管部署および監査を受け

た部署は、是正、改善の必要があるときには、その対策を講ずる。

⑥　当社及び関係会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

当社グループ全体を対象にした法令遵守体制の構築およびグループ会社への適切な経営管

理のため、以下の事項を定める。

　イ．法令遵守体制の実効性を確保するため、主管部署を定める。主管部署は、グループ会社に

対してコンプライアンスに関する規程の制定支援、研修およびコンプライアンス・ホット

ラインの周知等、必要な諸活動を推進し、管理する。

　ロ．内部監査室は、グループ会社の法令および定款の遵守体制の有効性について監査を行う。

主管部署は、是正、改善の必要があるときには、すみやかにその対策を講ずるよう、適切

な指導を行う。

　ハ．グループ会社が一体となって事業活動を行い、当社グループ全体の企業価値を向上させる

ため、グループ会社の経営管理に関する規程を定める。グループ会社が当社グループの経

営・財務に重要な影響を及ぼす事項を実行する際には、主管部署が適切な指導を行う。

⑦　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する

事項

イ．監査役は、内部監査担当者に監査業務に必要な事項を命令することができるものとし、監

査役より監査業務に必要な命令を受けた職員はその命令に関して、取締役の指揮命令を受

けないものとする。

⑧　前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項

イ．当該内部監査担当者の任命・異動、人事評価および懲戒等については、監査役の意見を尊

重する。

⑨　取締役および使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報告に関する体制

イ．当社の取締役または使用人並びに当社子会社の取締役、使用人は、監査役会に対して、法

定の事項に加え、当社および当社グループに重大な影響を及ぼす事項、内部監査の実施状

況等を速やかに報告する。報告の方法（報告者、報告受領者、報告時期等）については、

取締役と監査役会との協議により決定する方法による。また、取締役および使用人は、監

査役から情報の提供を求められた際に、遅滞なく業務執行等の情報を報告する。

ロ．監査役会へ報告した取締役又は使用人に対し、当該報告を行ったことを理由として不利な

取扱いを行うことを禁止し、当社および当社子会社の取締役および使用人に周知徹底する。
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⑩　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

イ．監査役がその職務の執行にあたり生じた費用の前払い又は償還等の請求をしたときは、当

該監査役の職務の執行に必要でないと認められる場合を除き、すみやかに当該費用または

債務を処理する。

ロ．当社監査役会が社外の弁護士等の第三者から助言を求めるときは、当社はこれに要する費

用を負担する。

ハ．監査役は、実効的な監査を行うため、代表取締役、会計監査人、内部監査室とそれぞれ定

期的に意見交換会を開催することができる。

　上記の業務の適正を確保するための体制の運用状況は、以下のとおりでございます。

　ＡＭＢＩＴＩＯＮグループ企業倫理憲章のもと、全社員が参加する会議や各部門の朝礼など

を利用して、経営理念の浸透や法令遵守への理解の向上を図る取組みを行っている他、有効な

内部通報体制の整備や、監査役および内部監査室による監査によって、コンプライアンスの水

準を維持向上させるよう努めております。

　リスク管理といたしましては、モニタリングを持つ各部署にて収集されたリスク情報が、す

みやかに内部統制の担当役員に集約されることとなっており、その情報をもとに、迅速かつ適

切な対応が取れるように努めております。

　子会社を含めた企業集団における業務の適正性確保するために、子会社の取締役を含めた会

議を毎月開催し、タイムリーな情報収集を行いながら適切な業務執行やリスク管理の状況につ

いて、情報の共有に努めております。

　監査役の監査が、実効的に行われることを確保するために、定例の監査役会を開催している

他、内部監査室や会計監査人との情報交換や代表取締役社長との定期会合を行っております。

　なお、上記以外の内容につきましても、不断の見直しにより継続的に改善を図り、より適正

かつ効率的な体制となるよう努めております。

(6) 会社の支配に関する基本方針

　該当事項はありません。

－ 19 －



連 結 貸 借 対 照 表

（平成27年６月30日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 　 産 　 の 　 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

営 業 未 収 入 金

販 売 用 不 動 産

貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

建物及び構築物（純額）

そ の 他

減 価 償 却 累 計 額

そ の 他 （ 純 額 ）

土 地

無 形 固 定 資 産

の れ ん

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

差 入 保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

1,619,677

1,031,952

99,129

439,460

821

8,657

45,924

△6,266

732,295

277,371

165,725

△31,390

134,334

31,689

△26,277

5,412

137,623

198,254

171,225

27,028

256,669

93,108

123,669

53,901

△14,009

（負　債　の　部）

流 動 負 債 1,180,589

営 業 未 払 金 54,812

短 期 借 入 金 245,300

１年内返済予定の長期
借 入 金

149,488

未 払 金 209,611

未 払 費 用 74,428

未 払 法 人 税 等 43,038

前 受 金 251,965

営 業 預 り 金 115,573

賞 与 引 当 金 3,689

そ の 他 32,681

固 定 負 債 497,182

社 債 90,000

長 期 借 入 金 211,181

長 期 預 り 保 証 金 189,100

そ の 他 6,899

負 債 合 計 1,677,771

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 666,766

資 本 金 179,820

資 本 剰 余 金 139,820

利 益 剰 余 金 348,280

自 己 株 式 △1,155

その他の包括利益累計額 7,435

その他有価証券評価差額金 7,435

純 資 産 合 計 674,201

資 産 合 計 2,351,973 負 債 純 資 産 合 計 2,351,973
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連 結 損 益 計 算 書

(平成26年７月１日から
平成27年６月30日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 6,953,562

売 上 原 価 5,593,109

売 上 総 利 益 1,360,453

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,175,383

営 業 利 益 185,069

営 業 外 収 益

受 取 利 息 1,902

受 取 配 当 金 692

受 取 保 険 料 1,547

受 取 手 数 料 7,461

雑 収 入 3,631 15,236

営 業 外 費 用

支 払 利 息 7,631

株 式 交 付 費 12,352

雑 損 失 4,695 24,679

経 常 利 益 175,627

特 別 利 益

受 取 補 償 金 5,262 5,262

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 180,889

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 70,726

法 人 税 等 調 整 額 △382 70,343

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 110,546

当 期 純 利 益 110,546
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連結株主資本等変動計算書

(平成26年７月１日から
平成27年６月30日まで)

（単位：千円）

株　主　資　本
その他の包括利益
累 計 額

純 資 産
合 計

資 本 金
資 本
剰 余 金

利 益
剰 余 金

自 己
株 式

株 主 資
本 合 計

その他有
価証券評
価差額金

その他の
包括利益
累計額合
計

当連結会計年度期首残高 40,000 － 260,106 △1,155 298,951 3,055 3,055 302,006

当連結会計年度中の変
動 額

新 株 の 発 行 139,820 139,820 279,641 279,641

剰 余 金 の 配 当 △22,372 △22,372 △22,372

当 期 純 利 益 110,546 110,546 110,546

株主資本以外の項目の当連結
会 計 年 度 変 動 額 (純 額 )

4,379 4,379 4,379

当連結会計年度中の変動額
合 計

139,820 139,820 88,173 － 367,814 4,379 4,379 372,194

当連結会計年度末残高 179,820 139,820 348,280 △1,155 666,766 7,435 7,435 674,201
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貸　借　対　照　表

（平成27年６月30日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 　 産 　 の 　 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

営 業 未 収 入 金

販 売 用 不 動 産

貯 蔵 品

未 収 入 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

車 両 運 搬 具

工 具 、 器 具 及 び 備 品

土 地

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

破 産 更 生 債 権 等

差 入 保 証 金

保 険 積 立 金

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

1,402,817

831,700

75,576

439,460

157

26,613

6,561

29,015

△6,266

629,522

183,868

86,606

0

1,943

95,318

10,832

10,769

62

434,821

93,108

266,384

160

14,009

50,706

14,005

6,024

879

3,553

△14,009

（負　債　の　部）

流 動 負 債 935,530

営 業 未 払 金 48,786

短 期 借 入 金 245,300

１年内返済予定の長期借入金 32,046

未 払 金 204,306

未 払 費 用 66,574

未 払 法 人 税 等 39,807

前 受 金 251,511

営 業 預 り 金 39,945

預 り 金 4,581

そ の 他 2,670

固 定 負 債 479,482

社 債 90,000

長 期 借 入 金 193,481

長 期 預 り 保 証 金 189,100

そ の 他 6,899

負 債 合 計 1,415,012

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 609,892

資 本 金 179,820

資 本 剰 余 金 139,820

資 本 準 備 金 139,820

利 益 剰 余 金 291,406

利 益 準 備 金 3,239

そ の 他 利 益 剰 余 金 288,167

繰 越 利 益 剰 余 金 288,167

自 己 株 式 △1,155

評 価 ・ 換 算 差 額 等 7,435

その他有価証券評価差額金 7,435

純 資 産 合 計 617,327

資 産 合 計 2,032,340 負 債 純 資 産 合 計 2,032,340
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損　益　計　算　書

(平成26年７月１日から
平成27年６月30日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 6,418,777

売 上 原 価 5,708,387

売 上 総 利 益 710,390

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 524,353

営 業 利 益 186,036

営 業 外 収 益

受 取 利 息 1,876

受 取 配 当 金 692

受 取 手 数 料 3,858

雑 収 入 2,307 8,734

営 業 外 費 用

支 払 利 息 7,113

株 式 交 付 費 12,352

雑 損 失 3,096 22,563

経 常 利 益 172,208

税 引 前 当 期 純 利 益 172,208

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 65,008

法 人 税 等 調 整 額 △564 64,444

当 期 純 利 益 107,764
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株主資本等変動計算書

(平成26年７月１日から
平成27年６月30日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合　　計資本準備金

資本剰余金
合計

利益準備金

その他利
益剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 40,000 - - 1,001 205,013 206,014 △1,155 244,859

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 139,820 139,820 139,820 279,641

剰 余 金 の 配 当 2,238 △24,610 △22,372 △22,372

当 期 純 利 益 107,764 107,764 107,764

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 139,820 139,820 139,820 2,238 83,153 85,391 － 365,032

当 期 末 残 高 179,820 139,820 139,820 3,239 288,167 291,406 △1,155 609,892

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 3,055 3,055 247,915

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 279,641

剰 余 金 の 配 当 △22,372

当 期 純 利 益 107,764

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

4,379 4,379 4,379

当 期 変 動 額 合 計 4,379 4,379 369,412

当 期 末 残 高 7,435 7,435 617,327
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書
平成27年８月27日

株式会社ＡＭＢＩＴＩＯＮ

取締役会　御中

太陽有限責任監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 並 木 健 治 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 齋 藤 　 哲 

当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、株式会社ＡＭＢＩＴＩＯＮの平成26年7月
1日から平成27年6月30日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結
損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結

計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運
用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に

対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる
監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表
示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を
実施することを求めている。
監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施

される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽
表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について
意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた
適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討
する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行わ
れた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠して、株式会社ＡＭＢＩＴＩＯＮ及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算
書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認
める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関

係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書
平成27年８月27日

株式会社ＡＭＢＩＴＩＯＮ

取締役会　御中

太陽有限責任監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 並 木 健 治 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 齋 藤 　 哲 

当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、株式会社ＡＭＢＩＴＩＯＮの平成26
年7月1日から平成27年6月30日までの第8期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算

書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重
要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と
判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びそ

の附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥
当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及び
その附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画
を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及
びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的
は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価
の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書
の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方
針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及
びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益
の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関

係はない。

以　上

－ 27 －



監査役会の監査報告

監査報告書

　　当監査役会は、平成26年7月1日から平成27年6月30日までの第８期事業年度の取締役の職務
の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結果、監査役全員の一致し
た意見として本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

　１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果に
ついて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じ説明を求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に
従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環
境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等から
その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲
覧し、本社各部門において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載
されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その
他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第1項
及び第3項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備され
ている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその整備及び運用の状
況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。子会
社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じ
て子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告
及びその附属明細書について検討いたしました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及
び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ
て説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保する
ための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じ
て説明を求めました。
以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本

等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、
連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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　２．監査の結果
（１）事業報告等の監査結果

　　　　一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して
いるものと認めます。

　　　　二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な
事実は認められません。

　　　　三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当
該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行について
も、指摘すべき事項は認められません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人「太陽有限責任監査法人」の監査の方法及び結果は相当であると認めま
す。

　　（３）連結計算書類の監査結果
　会計監査人「太陽有限責任監査法人」の監査の方法及び結果は相当であると認めま
す。

平成27年８月28日

株式会社ＡＭＢＩＴＩＯＮ　監査役会

常勤社外監査役 長 瀬 文 雄 

社 外 監 査 役 佐 藤 美 樹 

社 外 監 査 役 河 野 浩 人 

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件

　当社は株主の皆様への利益還元を経営上の最重要課題のひとつと考え、安定配当の維持を基本とし

ながら、今後の事業展開等を勘案して、以下のとおり第８期の期末配当を実施いたしたいと存じます。

期末配当に関する事項

①　配当財産の種類

　金銭といたします。

②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　当社普通株式１株につき金20円といたしたいと存じます。

　なお、この場合の配当総額は30,200,000円となります。

③　剰余金の配当が効力を生じる日

　平成27年９月30日といたしたいと存じます。
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第２号議案　定款一部変更の件

１．提案の理由

　(1)　平成27年５月１日に「会社法の一部を改正する法律」（平成26年法律第90号。以下、本議案

において「改正会社法」といいます。）が施行され、新たに監査等委員会設置会社への移行が

可能となりました。当社といたしましては、取締役と監査役に分かれていた希少な社外役員を、

取締役として監査等委員会に集約することにより、その機能がより効率化・強化されるととも

に、取締役会における社外取締役の比率が高まり、一般株主の視点を踏まえた議論の活発化を

通じて、コーポレートガバナンスの更なる向上が図られるものと判断いたしました。

　　つきましては、監査等委員会設置会社へと移行いたしたく、当該移行のために、監査等委員

会及び監査等委員に関する規定の新設並びに監査役及び監査役会に関する規定の削除等定款の

一部を変更するものであります。

(2)　株主の皆様へのサービス拡充の観点から、会社法第194条に規定する単元未満株式の買増制度

の導入をいたしたく、変更案第10条（単元未満株式の買増し）を新設し、これに伴う所要の変

更を行うものであります。

(3)　改正会社法により、新たに業務執行取締役等でない取締役との間でも責任限定契約を締結す

ることが認められたことに伴い、それらの取締役についてその期待される役割を十分に発揮で

きるよう、変更案第31条のとおり変更するものであります。なお、現行定款第29条の変更に関

しましては、各監査役の同意を得ております。

(4)　その他、条文の新設及び削除に伴う条数の変更及び表現の修正等所要の変更を行うものであ

ります。

　なお、本議案に係る定款変更は、本定時株主総会終結の時に、その効力が生じるものといたし

ます。

２．変更の内容

　変更の内容は、次のとおりであります。
（下線部分は変更箇所を示しております。）

現 行 定 款 変 更 案

第１章　総則 第１章　総則

（商号） （商号）

第１条　＜条文省略＞ 第１条　＜現行どおり＞
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現 行 定 款 変 更 案

（目的） （目的）

第２条　＜条文省略＞ 第２条　＜現行どおり＞

１～２８　＜条文省略＞ （１）～（28）　＜現行どおり＞

（本店の所在地） （本店の所在地）

第３条　＜条文省略＞ 第３条　＜現行どおり＞

（機関） （機関）

第４条　当会社は、株主総会および取締役のほ

か、次の機関を置く。

１ 取締役会

２ 監査役

３ 監査役会

４ 会計監査人

第４条　当会社は、株主総会および取締役のほ

か、次の機関を置く。

(１)　取締役会

(２)　監査等委員会

＜削除＞

(３)　会計監査人

（公告方法） （公告方法）

第５条　＜条文省略＞ 第５条　＜現行どおり＞

第２章　株式 第２章　株式

第６条～第８条　＜条文省略＞ 第６条～第８条　＜現行どおり＞

（単元未満株式についての権利） （単元未満株式についての権利）

第９条　当会社の単元未満株式を有する株主は、

その有する単元未満株式について、次に掲げる

権利以外の権利を行使することができない。

第９条　当会社の株主は、その有する単元未満株

式について、次に掲げる権利以外の権利を行使

することができない。

(１)　会社法第189条第２項各号に掲げる権利 (１)　会社法第189条第２項各号に掲げる権利
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現 行 定 款 変 更 案

(２)　会社法第166条第１項の規定による請求

をする権利

(３)　株主の有する株式数に応じて募集株式

の割当ておよび募集新株予約権の割当てを

受ける権利

(２)　会社法第166条第１項の規定による請求

をする権利

(３)　株主の有する株式数に応じて募集株式

の割当ておよび募集新株予約権の割当てを

受ける権利

＜新設＞ (４)　次条に定める請求をする権利

＜新設＞ （単元未満株式の買増し）

第１０条　当会社の株主は、株式取扱規程に定め

るところにより、その有する単元未満株式の数

と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡

すことを請求することができる。

（株主名簿管理人） （株主名簿管理人）

第１０条　＜条文省略＞ 第１１条　＜現行どおり＞

２株主名簿管理人およびその事務取扱場所は取締

役会の決議によって定める。

２株主名簿管理人およびその事務取扱場所は、取

締役会の決議によって定め、これを公告する。

３当会社の株主名簿および新株予約権原簿の作成

ならびにこれらの備置きその他の株主名簿お

よび新株予約権原簿に関する事務は、株主名簿

管理人に委託し、当会社においてはこれを取扱

わない。

３当会社の株主名簿および新株予約権原簿の作成

ならびに備置きその他の株主名簿および新株

予約権原簿に関する事務は、これを株主名簿管

理人に委託し、当会社においては取り扱わな

い。

（株式取扱規程） （株式取扱規程）

第１１条　当会社の株主権行使の手続その他株式

に関する取扱いおよび手数料は、法令または本

定款のほか、取締役会において定める株式取扱

規程による。

第１２条　当会社の株主権行使の手続その他株式

に関する取扱いは、法令または本定款のほか、

取締役会において定める株式取扱規程によ

る。
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現 行 定 款 変 更 案

第３章　株主総会 第３章　株主総会

（株主総会の招集） （招集）

第１２条　当会社の定時株主総会は、毎事業年度

終了後３ヶ月以内に招集し、臨時株主総会は、

必要がある場合に招集する。

第１３条　当会社の定時株主総会は、毎事業年度

終了後３ヶ月以内に招集し、臨時株主総会は、

必要あるときに随時これを招集する。

第１３条～第１５条　＜条文省略＞ 第１４条～第１６条　＜現行どおり＞

（議決権の代理行使） （議決権の代理行使）

第１６条　＜条文省略＞ 第１７条　＜現行どおり＞

２前項の場合には、株主または代理人は、株主総

会ごとに代理権を証する書面を当会社に提出

しなければならない。

２株主または代理人は、株主総会ごとに代理権を

証明する書面を当会社に提出しなければなら

ない。

（株主総会議事録）

第１７条　株主総会における議事の経過の要領お

よびその結果ならびにその他法令に定める事項

については、これを議事録に記載または記録す

る。

＜削除＞

（株主総会参考書類等のインターネット開示とみ

なし提供）

（株主総会参考書類等のインターネット開示とみ

なし提供）

第１８条　当会社は、株主総会の招集に際し、株

主総会参考書類、事業報告、計算書類および連

結計算書類に記載または表示すべき事項に係

る情報を、法務省令に定めるところに従いイン

ターネットを利用する方法で開示することに

より、株主に対して提供したものとみなすこと

ができる。

第１８条　当会社は、株主総会の招集に際し、株

主総会参考書類、事業報告、計算書類および連

結計算書類に記載または表示をすべき事項に

係る情報を、法務省令に定めるところに従いイ

ンターネットを利用する方法で開示すること

により、株主に対して提供したものとみなすこ

とができる。
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現 行 定 款 変 更 案

第４章　取締役および取締役会 第４章　取締役および取締役会ならびに

監査等委員会

（取締役の員数） （員数）

第１９条　当会社は、取締役３名以上10 名以内と

する。

第１９条　当会社の取締役（監査等委員であるも

のを除く。）は、７名以内とする。

＜新設＞ ２　当会社の監査等委員である取締役は、７名以

内とする。

（取締役の選任方法） （選任方法）

第２０条　取締役は、株主総会の決議によって選

任する。

第２０条　取締役は、監査等委員である取締役と

それ以外の取締役とを区別して、株主総会にお

いて選任する。

２　＜条文省略＞ ２　＜現行どおり＞

３　＜条文省略＞ ３　＜現行どおり＞

（取締役の任期） （任期）

第２１条　取締役の任期は、選任後２年以内に終

了する事業年度のうち最終のものに関する定

時株主総会の終結の時までとする。

第２１条　取締役（監査等委員であるものを除

く。）の任期は、選任後１年以内に終了する事

業年度のうち最終のものに関する定時株主総

会の終結の時までとする。

２増員または補欠として選任された取締役の任期

は、在任取締役の任期の満了するときまでとす

る。

＜削除＞

＜新設＞ ２監査等委員である取締役の任期は、選任後２年

以内に終了する事業年度のうち最終のものに

関する定時株主総会の終結の時までとする。

＜新設＞ ３任期の満了前に退任した監査等委員である取締

役の補欠として選任された監査等委員である

取締役の任期は、退任した監査等委員である取

締役の任期の満了する時までとする。
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現 行 定 款 変 更 案

（代表取締役） （代表取締役および役付取締役）

第２２条　＜条文省略＞ 第２２条　＜現行どおり＞

（取締役会の招集権者および議長） （取締役会の招集権者および議長）

第２３条　＜条文省略＞ 第２３条　＜現行どおり＞

２取締役社長に事故があるときは、あらかじめ取

締役会にて定めた順序により、他の取締役が取

締役会を招集し、議長となる。

２取締役社長に事故があるときは、取締役会にお

いてあらかじめ定めた順序に従い、他の取締役

が取締役会を招集し、議長となる。

（取締役会の招集通知） （取締役会の招集通知）

第２４条　取締役会の招集通知は、会日の３日前

までに各取締役および各監査役に対して発す

る。ただし、緊急の必要があるときは、この期

間を短縮することができる。

第２４条　取締役会の招集通知は、会日の３日前

までに各取締役に対して発する。ただし、緊急

の必要があるときは、この期間を短縮すること

ができる。

２取締役および監査役の全員の同意があるとき

は、招集の手続きを経ないで取締役会を開催す

ることができる。

２取締役全員の同意があるときは、招集の手続き

を経ないで取締役会を開催することができる。

（監査等委員会の招集通知）

＜新設＞ 第２５条　監査等委員会の招集通知は、会日の３

日前までに各監査等委員に対して発する。た

だし、緊急の必要があるときは、この期間を短

縮することができる。

＜新設＞ ２監査等委員全員の同意があるときは、招集の手

続きを経ないで監査等委員会を開催すること

ができる。

（取締役会の決議方法） （取締役会の決議の省略）

第２５条　取締役会の決議は、議決に加わることが

できる取締役の過半数が出席し、出席した取締

役の過半数をもって行う。

第２６条　＜削除＞
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現 行 定 款 変 更 案

２当会社は、会社法第370条の要件を満たす場合

は、取締役会の決議の目的である事項につき、

取締役会の決議があったものとみなす。

当会社は、会社法第370条の要件を充たしたとき

は、取締役会の決議があったものとみなす。

（取締役への委任）

＜新設＞ 第２７条　当会社は、会社法第399条の13第６項の

規定により、取締役会の決議によって重要な業

務執行（同条第５項各号に掲げる事項を除

く。）の決定の全部または一部を取締役に委任

することができる。

（取締役会議事録）

第２６条　取締役会における議事の経過の要領お

よびその結果ならびにその他法令に定める事

項については、これを議事録に記載または記録

し、出席した取締役および監査役がこれに記名

押印または電子署名する。

＜削除＞

（取締役会規程） （取締役会規程）

第２７条　＜条文省略＞ 第２８条　＜現行どおり＞

（監査等委員会規程）

＜新設＞ 第２９条　監査等委員会に関する事項は、法令ま

たは本定款のほか、監査等委員会において定め

る監査等委員会規程による。

（取締役の報酬等） （報酬等）

第２８条　取締役の報酬、賞与その他の職務執行

の対価として当会社から受ける財産上の利益

は、株主総会の決議によって定める。

第３０条　取締役の報酬、賞与その他の職務執行

の対価として当会社から受ける財産上の利益

（以下、「報酬等」という。）は、監査等委員

である取締役とそれ以外の取締役とを区別し

て、株主総会の決議によって定める。
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現 行 定 款 変 更 案

（取締役の責任免除） （取締役の責任免除）

第２９条　当会社は、取締役（取締役であった者

を含む。）の会社法第423 条第1 項の責任につ

き、善意でかつ重大な過失がない場合は、取締

役会の決議によって、法令の定める限度額の範

囲内で、その責任を免除することができる。

第３１条　当会社は、会社法第426条第１項の規定

により、任務を怠ったことによる取締役（取締

役であった者を含む。）の損害賠償責任を、法

令の限度において、取締役会の決議によって免

除することができる。

２当会社は、社外取締役との間で、当該社外取締

役の会社法第423 条第1 項の責任につき、善意

でかつ重大な過失がないときは、法令が定める

額を限度として責任を負担する契約を締結す

ることができる。

２当会社は、会社法第427条第１項の規定により、

取締役（業務執行取締役等であるものを除

く。）との間に、任務を怠ったことによる損害

賠償責任を限定する契約を締結することがで

きる。ただし、当該契約に基づく責任の限度額

は、法令が規定する額とする。

第５章監査役および監査役会 ＜削除＞

（監査役の員数）

第３０条　当会社の監査役は、４名以内とする。 ＜削除＞

（監査役の選任方法）

第３１条　監査役は、株主総会の決議によって選

任する。

＜削除＞

２監査役の選任決議は、議決権を行使することが

できる株主の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席し、その議決権の過半数をもって行

う。

＜削除＞

（監査役の任期）

第３２条　監査役の任期は、選任後４年以内に終

了する事業年度のうち最終のものに関する定

時株主総会の終結のときまでとする。

＜削除＞
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現 行 定 款 変 更 案

２任期の満了前に退任した監査役の補欠として選

任された監査役の任期は、退任した監査役の任

期の満了するときまでとする。

＜削除＞

（常勤の監査役）

第３３条　監査役会は、その決議によって常勤の

監査役を選定する。

＜削除＞

（監査役会の招集通知）

第３４条　監査役会の招集通知は会日の３日前ま

でに各監査役に対して発する。ただし、緊急の

必要があるときは、その期間を短縮することが

できる。

＜削除＞

２監査役全員の同意があるときは、招集の手続を

経ないで監査役会を開催することができる。

＜削除＞

（監査役会の決議方法）

第３５条　監査役会の決議は、法令に別段の定め

がある場合を除き、監査役の過半数をもって行

う。

＜削除＞

（監査役会の議事録）

第３６条　監査役会における議事の経過の要領お

よびその結果ならびにその他法令に定める事

項については、これを議事録に記載または記録

し、出席した監査役がこれに記名押印または電

子署名する。

＜削除＞

（監査役会規程）

第３７条　監査役会に関する事項は、法令または

本定款のほか、監査役会において定める監査役

会規程による。

＜削除＞
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現 行 定 款 変 更 案

（監査役の報酬等）

第３８条　監査役の報酬、賞与その他の職務執行

の対価として当会社から受ける財産上の利益

は、株主総会の決議によって定める。

＜削除＞

（監査役の責任免除）

第３９条　当会社は、監査役（監査役であった者

を含む。）の会社法第423条第1項の責任につ

き、善意でかつ重大な過失がない場合は、取締

役会の決議によって、法令の定める限度額の範

囲内で、その責任を免除することができる。

＜削除＞

２当会社は、社外監査役との間で、当該社外監査

役の会社法第423条第1項の責任につき、善意で

かつ重大な過失がないときは、法令が定める額

を限度として責任を負担する契約を締結する

ことができる。

＜削除＞

第６章　会計監査人 第５章　会計監査人

第４０条～第４１条　＜条文省略＞ 第３２条～第３３条　＜現行どおり＞

（会計監査人の報酬等） （会計監査人の報酬等）

第４２条　会計監査人の報酬等は、取締役会が監

査役の同意を得てこれを定める。

第３４条　会計監査人の報酬等は、取締役会が監

査等委員会の同意を得てこれを定める。

（会計監査人の責任免除） （会計監査人の責任免除）

第４３条　＜条文省略＞ 第３５条　＜現行どおり＞

第７章　計算 第６章　計算

第４４条～第４６条　＜条文省略＞ 第３６条～第３８条　＜現行どおり＞
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現 行 定 款 変 更 案

（配当金の除斥期間） （配当金の除斥期間）

第４７条　配当金が、支払開始の日から満３年を

経過してもなお受領されないときは、当会社は

その支払義務を免れる。また、未払配当金には

利息をつけない。

第３９条　配当財産が金銭である場合は、その支

払開始の日から満３年を経過してもなお受領

されないときは、当会社はその支払義務を免れ

る。

＜新設＞ 附則

（監査役の責任免除に関する経過措置）

１　当会社は、第８回定時株主総会終結前の行為

に関する会社法第423条第１項所定の監査役

（監査役であった者を含む。）の損害賠償責

任を、法令の限度において、取締役会の決議

によって免除することができる。

２　当会社は、第８回定時株主総会終結前の社外

監査役（社外監査役であった者を含む。）の

行為に関する会社法第423条第１項の賠償責

任を限定する契約については、なお同定時株

主総会の決議による変更前の定款第39条第

２項の定めるところによる。
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第３号議案　取締役（監査等委員であるものを除く。）３名選任の件

　当社は、第２号議案「定款一部変更の件」の承認可決を条件として、監査等委員会設置会社へ移行

いたします。つきましては、取締役全員（４名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりまの

で、取締役（監査等委員であるものを除く。）３名の選任をお願いするものであります。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

　本議案に係る決議の効力は、第２号議案に係る定款変更の効力が発生することを条件として生じる

ものといたします。

候補者
番　号

ふ

氏
り

　
が

　
な

名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（重　 要　 な　 兼　 職　 の　 状　 況）

所 有 す る
当社の株式数

１

し

清
みず

水
 

　 　
たけし

剛
(昭和46年５月14日)

平成10年８月　㈱コスモエーディーエス（現㈱ジョイント・プロパティ）

入社

平成19年４月　㈱ルームピア（現㈱アンビション・ルームピア）入社

平成19年９月　当社設立　代表取締役社長就任（現任）

平成22年１月　㈱アンビション・ルームピア代表取締役就任（現任）

平成23年12月　㈱ルームギャランティ代表取締役就任（現任）

平成27年７月　㈱VALOR代表取締役就任（現任）

672,000株

２

すず

鈴
き

木 　
 

　
たくみ

匠
(昭和54年８月28日)

平成13年５月　㈱日商ベックス入社

平成16年１月　㈲スウィートハウス入社

平成17年12月　㈱ジョイント・レント入社

平成19年４月　㈱ルームピア（現㈱アンビション・ルームピア）入社

平成19年11月　当社入社

平成22年８月　当社執行役員兼プロパティマネジメント部長

平成23年８月　当社取締役就任　プロパティマネジメント部長（現任）

平成23年９月　㈱アンビション・ルームピア取締役就任（現任）

平成27年７月　㈱VALOR監査役就任（現任）

9,000株

３

※
やま

山
ぐち

口
 

　
まさ

政
あき

明
(昭和47年８月14日)

平成７年６月　㈱マイルドシティ入社

平成18年８月　三井リハウス東京㈱入社

平成24年５月　当社入社

平成26年１月　当社インベスト部長（現任）

3,000株

（注）１．※印は、新任の取締役候補者であります。

２．各取締役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

３．清水剛氏は、当社の親会社等に該当します。
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第４号議案　監査等委員である取締役４名選任の件

　当社は、第２号議案「定款一部変更の件」の承認可決を条件として、監査等委員会設置会社へ移行

いたします。つきましては、監査等委員である取締役４名の選任をお願いするものであります。

　監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

　なお、本議案は監査役会の同意を得ております。

　本議案に係る決議の効力は、第２号議案に係る定款変更の効力が発生することを条件として生じる

ものといたします。

候補者
番　号

ふ

氏
り

　
が

　
な

名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（重　 要　 な　 兼　 職　 の　 状　 況）

所 有 す る
当社の株式数

１

※
なが

長
せ

瀬
 

　
ふみ

文
お

雄
(昭和24年１月６日)

昭和48年４月　㈱辰村組（現南海辰村建設㈱）入社

平成14年２月　㈱ジョイント・コーポレーション入社

平成19年２月　ネットエージェント㈱入社

平成22年９月　当社監査役就任（現任）

－

２

※
さ

佐
とう

藤
 

　
み

美
き

樹
(昭和54年11月７日)

平成14年８月　日本アジア航空㈱入社

平成18年７月　㈱ワイズプラス入社

平成19年７月　司法書士法人星野合同事務所入所

平成21年12月　司法書士法人JLO入所

平成22年４月　林美樹司法書士事務所開設

平成23年２月　司法書士法人Ｈ２Ｏ（現Ｈ２Ｏ合同司法書士

事務所）設立　代表就任（現任）

平成25年９月　当社監査役就任（現任）

（重要な兼職の状況）

Ｈ２Ｏ合同司法書士事務所所長

－
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候補者
番　号

ふ

氏
り

　
が

　
な

名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（重　 要　 な　 兼　 職　 の　 状　 況）

所 有 す る
当社の株式数

３

※
かわ

河
の

野
 

　
ひろ

浩
と

人
(昭和46年７月４日)

平成９年10月　太田昭和監査法人（現新日本有限責任監査法

人）入所

平成13年10月　日興コーディアル証券㈱入社

平成15年１月　河野公認会計士事務所開設　所長就任（現任）

平成15年１月　㈲ケーマックスアンドカンパニー（現㈱ケー

マックスアンドカンパニー）設立　代表取締

役就任（現任）

平成23年３月　㈱J-Payment（現㈱Cloud Payment）取締役就

任（現任）

平成24年２月　フォースバレー・コンシェルジュ㈱監査役就

任（現任）

平成25年２月　㈱アイ・パッション監査役就任（現任）

平成25年６月　㈱スピードリンクジャパン監査役就任（現任）

平成25年９月　当社監査役就任（現任）

（重要な兼職の状況）

河野公認会計士事務所所長

㈱ケーマックスアンドカンパニー代表取締役

㈱Cloud Payment社外監査役

フォースバレー・コンシェルジュ㈱社外監査役

㈱アイ・パッション社外監査役

㈱スピードリンクジャパン㈱社外監査役

－

４

※
たけ

武
なが

永
 

　
しゅう

修
いち

一
(昭和53年５月14日)

平成16年４月　㈱デファクトスタンダード設立　代表取締役

就任

平成19年６月　㈱オークファン設立　代表取締役就任（現任）

平成26年９月　当社社外取締役就任（現任）

（重要な兼職の状況）

㈱オークファン　代表取締役

－

（注）１．※印は、新任の監査等委員である取締役候補者であります。

２．各取締役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

３．長瀬文雄氏、佐藤美樹氏、河野浩人氏及び武永修一氏は、社外取締役候補者であります。長瀬文雄氏、

佐藤美樹氏、河野浩人氏及び武永修一氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出て

おりますが、選任をご承認いただいた場合、改めて東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指

定し、東京証券取引所に届け出る予定であります。
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４．(1) 長瀬文雄氏を社外取締役候補者とした理由は、同氏は直接会社経営に関与したことはありません

が、社会保険労務士の資格を有し、事業会社における人事・労務部門での豊富な経験を有してお

られることから、社外取締役としての職務を適切に遂行していただけるものと判断し、選任をお

願いするものであります。

(2) 佐藤美樹氏を社外取締役候補者とした理由は、同氏は直接会社経営に関与したことはありません

が、司法書士としての豊富な経験と専門知識ならびに高い法令遵守の精神を有しておられること

から、社外取締役としての職務を適切に遂行していただけるものと判断し、選任をお願いするも

のであります。

(3) 河野浩人氏を社外取締役候補者とした理由は、公認会計士の資格を有し、財務・会計に関する豊

富な経験と専門知識を有しておられることから、社外取締役としての職務を適切に遂行していた

だけるものと判断し、選任をお願いするものであります。

(4) 武永修一氏を社外取締役候補者とした理由は、㈱オークファンの代表取締役として、創業からマ

ザーズ上場企業へ発展に導いた経営者としての豊富な経験を有しておられることから、社外取締

役としての職務を適切に遂行していただけるものと判断し、選任をお願いするものであります。

５．武永修一氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、本総会終結

の時をもって１年となります。

６．長瀬文雄氏、佐藤美樹氏及び河野浩人氏は、現在、当社の社外監査役でありますが、社外監査役とし

ての在任期間は、長瀬文雄氏については、本総会終結の時をもって５年、佐藤美樹氏及び河野浩人氏

の各氏は、本総会終結の時をもって２年となります。

７．当社と長瀬文雄氏、佐藤美樹氏、河野浩人氏及び武永修一氏の各氏は、会社法第423条第１項の責任に

ついて、善意でかつ重大な過失がないときは、法令に定める額を負担の限度額とする旨の責任限定契

約を締結しております。各氏の選任をご承認いただいた場合、各氏との間で同等の内容の契約を新た

に締結する予定であります。

－ 45 －



第５号議案　取締役（監査等委員であるものを除く。）の報酬額決定の件

　当社は、第２号議案「定款一部変更の件」の承認可決を条件として、監査等委員会設置会社へと移

行いたします。当社の取締役の報酬額は第４期定時株主総会（平成23年９月29日開催）決議に基づい

て、「年額300,000千円以内」を限度額としておりますが、改めて取締役（監査等委員であるものを除

く。）の報酬額を、経済情勢等諸般の事情も考慮して、「年額300,000千円以内」を限度額と定めるこ

ととさせていただきたいと存じます。なお、取締役の報酬額には、従来どおり使用人兼務取締役の使

用人分給与は含まないものといたします。

　現在の取締役は４名でありますが、第２号議案及び第３号議案が原案通り承認可決された場合、監

査等委員会設置会社へ移行した後の取締役（監査等委員であるものを除く。）は３名となる予定であ

ります。

　本議案に係る決議の効力は、第２号議案に係る定款変更の効力が発生することを条件として生じる

ものといたします。

第６号議案　監査等委員である取締役の報酬額決定の件

　当社は、第２号議案「定款一部変更の件」の承認可決を条件として、監査等委員会設置会社へと移

行することから、監査等委員である取締役の報酬額を、経済情勢等諸般の事情も考慮して、「年額

50,000千円以内」を限度額と定めることとさせていただきたいと存じます。なお、第２号議案及び第

４号議案が原案通り承認可決された場合、監査等委員会設置会社へ移行した後の監査等委員である取

締役は４名となります。

　本議案に係る決議の効力は、第２号議案に係る定款変更の効力が発生することを条件として生じる

ものといたします。

以　上
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　メモ



株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

会場：東京都渋谷区渋谷２－２２－３
ＴＫＰガーデンシティ渋谷
ホールＡ（渋谷東口ビル１階）
TEL 03－4577－9253

交通　ＪＲ山手線・埼京線・湘南新宿ライン「渋谷」駅
東口より徒歩３分

東京メトロ銀座線・半蔵門線・副都心線「渋谷」駅
15番出口より徒歩２分

東急東横線・田園都市線「渋谷」駅
渋谷ヒカリエ方面連絡通路より徒歩３分

京王井の頭線「渋谷」駅
中央口より徒歩６分


